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１．研究課題名    子ども発達支援士の卒後研修とキャリアアップに関する調査研究 

 

２．研究期間     令和 4年 10月 25日～令和 4年 12月 2日 

 

３．研究の概要 

大学コンソーシアム佐賀が共同教育プログラムとして実施している「子ども発達支援士養成卒後プログラム（以下

「卒後プログラム」という）」は、「子ども発達支援士（基礎）」資格認定者で、連携校の 4 年制大学、短期大学卒業生

を対象とした発達障害児の保育・教育に特化したリカレント教育である。卒後プログラム修了者に対して「子ども発

達支援士」資格を認定し、保育・教育現場におけるキャリアアップを目指している。プログラムの内容は、登録後に

2年～3年かけて連携大学の研修に 6回以上参加し、最終年度には登録者が所属する事業所の利用者（児）を対

象とした事例報告をまとめ、事務局へ提出する。5大学の学識経験者による最終審査の後、資格取得となる。 

子ども発達支援士プログラムの開始は平成 24年度の大学間連携協働教育推進事業まで遡る。この補助事業の

最終年度は平成 28年度であり、最終年度の外部評価にて卒業後の資格保持者のアウトカムを求められ、インタビ

ュー調査を実施していた。それから6年が経過しており、基礎資格者（卒業時に取得）が約1,000名、本資格者（卒

後研修を受けた者）は約 100 名となっている。これまで、ある程度の教育的効果は実証されてきたが（園田ら，

2020）、特に卒業後の研修については研修内容の見直し等を行ってきていなかった。 

 今回の研究は、卒後プログラム修了者（現在、登録している者も含む）に対して、卒後プログラムで学んだ内容が

現場でどのように役立っているのかについて調査し、卒後プログラムの効果検証を行うことを目的としている。 

 

４．研究成果・結果 

【方法】 

1）対象 

 平成 25（2013）年度から令和 4（2022）年度までに卒後プログラムにて研修を受講した、あるいはプログラムに登

録した卒業生 81名を調査の対象とした。 

2）調査の手続き 

 調査対象者が大学コンソーシアム佐賀に登録している住所へ郵送にて、調査協力依頼文書と Web 調査の方法

などを示した文書を送付した。送付にあたっては、大学コンソーシアム佐賀専門教育部会の卒業生データベース

を使用（部会の承認を得る）。回答はすべてWeb上（Microsoft Forms）で行った。 

 調査項目は基本属性、受講した研修の種類、研修を受講したことによる業務への役立ち度、キャリアアップの為

に必要と思われる研修、本プログラムへの意見、である。 

3）倫理的配慮 

 調査の最初の項目で同意について問い、同意を得られた場合にのみ回答を得るようにした。また、氏名などの個

人情報の回答については任意とした。なお、調査は西九州大学短期大学部研究倫理委員会の承認を得て実施し

ている（承認番号 22NTD-06）。利益相反が生じる内容も含まれない。 
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4）本研究の公表、社会的意義 

①研究の公表 

 QSPの報告書としてまとめた後に共同研究者が所属する研究機関の紀要論文等に投稿予定。あるいは、共同研

究者が所属する学会にて学術論文として投稿予定。 

②社会的意義 

 子ども発達支援士（卒後研修）の見直しにより、地域ニーズを反映した研修内容について検討することができる。

さらに、研修内容を精査することにより、今後、支援者の養成と発達障害児支援の一助となることが期待される。 

 

【結果】 

 調査（Web調査用のQRコード）を郵送した 81名の内、18名が宛先不明にて返送された。最終的に 63名中14

名からの回答を得た（回収率 22.2％） 

 

Q1．現在の所属（業種）について教えてください。 

 14名の内、6名が保育・幼児教育関連事業所に勤務していた。 

 

Q2．現在、所有している資格・免許について教えてください（複数回答） 

 保育士資格所得者が 14名、幼稚園教諭免許が 13名、小学校教諭免許が 3名、養護教諭免許が 1名、介護福

祉士資格が 1名、その他が 2名だった。 

 

Q3．現在の職場における主な職種は？ 

 保育士・保育教諭で勤務しているのが8名（57.1％）、生活支援員が2名（14.2％）、小学校教諭が2名（14.2％）、

介護士が 1名（7.1％）、その他（ヨガ講師）が 1名（7.1％）だった。 

   

 

Q4．これまでに卒後研修で受講した研修テーマは？ 
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 ②の「情報を整理して、次の目標を再検討する」と⑧の「福祉制度や療育施設などの情報を知る」の 2つのテーマ

受講数が他と比べて少なくなっている。卒後プログラムの運用規定にて、5大学の研修を 6回受け、テーマをすべ

て網羅するように受講することとなっている。しかしながら、今回の調査では、かなり以前に受講した卒業生もいた

ため、記憶があいまいになっていることが②と⑧の受講者数に影響を受けていると思われる。 

 

Q5．卒後研修の各テーマに関して、受講した内容が現在の職場でどの程度役立っているのか 

 ほとんどの研修テーマに対して「役立った」「とても役立った」という回答が多かった。 
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Q6．Q5を受けて、役立った理由とそうでなかった理由 

 役立った理由とそうでなかった理由について表にまとめた。 
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Q7．今後の自身のキャリアアップの為にどのような研修を求めているか 

 

 

Q8．今後、子ども発達支援士のプログラムに期待すること、希望すること 
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５．備考 
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